
　おかもと・つ
よし　経理・会
計・給与計算・
社会保険関連業
務のアウトソー
シング（外部委
託）サービス事

業を担当。 年７月からは当該
サービスをグループ内で集約した
ＥＹビジネスパートナーの取締役
を兼務。

　　　　　　ＥＹ税理士法人　パートナー　岡本　強氏

　デジタル技術の進歩や少子高齢
化、新型コロナウイルス禍などを
背景に、様々な分野でパラダイム
シフト（枠組みの転換）が加速す
る中、労働力不足が課題として浮
き彫りになっている。これに対応
するには、企業の業務のアウトソ
ーシング（外部委託）をさらに一
歩進める必要性が出てきている。
　労働市場では売り手優位の状況
が続き、企業の要求水準を満たす
人材をタイムリーに採用すること
が難しくなっている。採用できて
も定着率が上がらず企業の採用担
当や事業責任者を悩ませている。
企業は新たな事業領域へのシフト
を含むリソース（資源）の再配置
を進めているが、人材の補充が不
十分なため「本来やるべき最低限
のことにすら手が回らない」事態
に陥っている。
　バックオフィス業務をみると、
一定規模以上の企業グループで
は、社内にグループ企業の経理や
人事の業務などのコーポレート業
務を担う組織「ＳＳＣ（シェアー
ドサービスセンター）」をもつ場
合が多い。だが、実態はグループ
内で共通する機能の集約にとどま
り、効率化・最適化にはつながっ
ていないケースが多くみられる。
　大量採用時代の社員が徐々に定
年を迎えて会社を去る一方、新規
採用は凍結・抑制しているケース
が多く、ＳＳＣも高齢化・高コス
ト化・硬直化が進み、大きな課題
となっている。リスキリング（学

び直し）やアップスキリング（ス
キルの向上）も期待通りの成果が
上がっているとは言い難く、自前
主義は限界に達しつつある。
　こうした課題を解決する手段の
一つとなるのが、アウトソーシン
グ（外部委託）だ。コロナ禍でテ
レワークが広がり、企業のアウト
ソーシングに対する抵抗感も少な
くなった。労働関連法規の改正も
追い風となって、アウトソーシン
グに対する需要は拡大している。
　アウトソーシングの対象はこれ
まで税務を含め定型化・標準化さ
れた業務が中心だったが、昨今は
より難易度が高く意思決定に近い
業務領域へと広がってきている。
　既にアウトソーシングを活用す
る企業では、業務領域ごとに複数
に分かれていた発注先を総合的な
ソリューションを提供できるベン
ダーに統合することで、さらなる
最適化を進める動きもみられる。
　外部リソースへの期待が高まる
中、アウトソーシングベンダーは
企業の単なる外部委託先ではなく
信頼できるビジネスパートナーと
して、テクノロジーの活用を進め
て対象業務の品質やコストをプロ
アクティブ（先取り的）にマネー
ジしていくことが求められるよう
になった。これらの自律的な管理
・運用をベースとした包括的なサ
ービスは「マネージドサービス」
と呼ばれ、単純にコスト重視で一
部の定型業務を切り出す伝統的な
アウトソーシングとは一線を画し
ている。
　労働力不足の問題が長期的、構
造的な問題であることを考える
と、マネージドサービスへの期待
は今後飛躍的に高まることが予想
される。
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